
 

 

 

 

 

 

 

 みなさん、慌ただしい師走をお過ごしのことと思い

ます。お元気でしょうか。この度、新たに通信「支援

センターたより」を発行することにしました。 

１２月１日の役員会で、船員保険不採択を提訴する

ため「裁判を支援する会」を組織し、ニュースを発行

します。「支援センター」は調査・研究・被災者支援

を中心にニュースを発行することになりました。その

ための新しい通信です。大事な情報をお届けします。

どうぞよろしくお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

太平洋核被災センター拡大役員会  2019.12.1(日) 

４人の弁護士と事前に相談会を開き、12月 1 日は 3

人の弁護士に参加していただき重要事項を決定。 

１．船員保険申請不採択について 

①船員保険申請不採択について提訴と追加申請者

（3 名）の再審査請求の準備をすすめる。 

②訴訟費用軽減のため、法テラスのシステム利用を 

検討し、全国的に募金を訴える。 

③訴訟は、民主団体代表や支援者で構成する「裁判

支援する会（仮称）」を組織し、全国的に支援体

制づくりをよびかける。 

④「裁判を支援する会」への代表参加要請を国会議

員、県会議員、原水協、民医連、労組、民主団体

などによびかけ、結成集会を 2 月 11 日（火）15

～17 時に高知城ホールで行う。 

⑤集会後に、写真集受賞祝賀会、３・１ビキニデー

ニューヨーク原水禁世界大会代表送別会を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥３月中に高知地裁に提訴し、記者会見を行う 

 ⑦「支援センター」は調査・研究による真相究明活

動と被災者支援活動中心の市民団体とする。 

 

２．県主催事業ヒアリングについて 2019.11.15（金） 

山下氏と濱田氏が県健康対策課のワーキングチー

ムとヒアリングを行い、法整備、健康相談、シンポジ

ウム等について意見交換を行ないました。 

①元乗組員への救済を最優先することを求める。 

②船員保険法に、操業中の被ばくによる傷病を発症

した際の適用項目がないので、船員保険法を改定

することを優先するよう求める。原子力船陸奥の

労働者に適用の検討がされたことを参考。又、「高

知県条例づくり」を要請していくことを提案。 

 ③後日、県シンポ案に鎌田七男先生が追加提案され、

支援センター・被災船員関係者の報告も検討中 

④健康相談は、県の呼びかけに被災者参加協力する 
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３.被災者・遺族の生活相談、家庭訪問などについて 

12 月 12 日の高裁判決後に、29 名の原告の方々の

意思確認を兼ねてお見舞（食品・ひざ掛け・マフラ

ーなど）を１２月中旬に行い、高裁判決の方針検討

会に反映する。 

４．紙芝居原画展の支援について 

原画展を室戸市、高知市、黒潮町、宿毛市、土佐

清水市で 12 月～’20.年３月で開催予定。地域で紙

芝居上映・DVD 上映・証言など関連行事を加え、独

自ビラで知らせる 

 室戸市：12/15～25 保健福祉センターやすらぎ 

 黒潮町：1/5～22 大方あかつき館 

 宿毛市：1/23～2/3 文教センター 

 清水市：2/11～18 市民文化会館 

 高知市：3/5～11 自由民権記念館 

５．DVD[核被災と核兵器禁止条約」英語版の普及 

  関係機関に配布し、2020 年 4 月ニューヨークの世 

界大会に代表派遣し、持参。高知からの参加は高知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原水協が窓口ですすめている(松繁)。吉良県議も参

加予定。 

６水産庁への公文書不開示に審査請求書提出 

 水産庁に対して、ビキニ関連資料「指定港におけ 

 る水揚げ魚類放射能検知成績」の開示請求をしてい 

たが、10 月 10 日付で不開示決定通知書が届いた。

不開示の理由として「文書ファイルデータの探索 

を行ったが、その存在を確認できなかった」とある。 

しかし、被災船 992 隻（延）は閣議決定によって「慰 

謝料」が支給されており日米誠司ケ着によって、被 

災船・被災船員の被害実態を示す基本となる公文書 

が不明ということはあってはならない。3～12 月ま 

で、政府の指示で大規模な指定 5港検査記録は文献 

にも記載されており、確認して、紛失を補うべきで 

ある。以上の理由で、再度の調査を要求する「審査 

請求」を行った。安倍政権下で「もり・かけ」や「桜 

疑惑など、あったことを無かったことにする公文書 

隠蔽が続発し、ビキニもかと疑念が広がっている。 

 

2019.9.12 毎日新聞 高松控訴審・結審の日 


